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１．はじめに
GDP統計は、Keynes（1936）による基礎理論の確立に始まり、彼の弟子であるMeade and 

Stone（1941）による体系化、国連による68SNAへの標準化、さらに93SNAへの改定を経て、最

新の08SNAに至る１）。国民経済における付加価値の生産・分配・支出について、三面等価と

いう理論的な整合性を保ちながら、各国はそれぞれの実情に合わせて、豊かさの指標としての

GDPデータを提供している。GDPの集計方法と精度が変わらなければ、実質経済成長率を時

系列によって比較することが可能であるため、景気の指標として財政・金融政策の判断材料に

なる。しかし、長期時系列や国際比較のためのデータとして利用しようとすると、いくつかの

困難に直面する。SNA改定のたびにデータの接続問題が生じるだけでなく、例えば、ドル換

算での国際比較は、投機的なノイズを含む為替相場の影響を直接受ける。また、購買力平価

（purchasing power parity: PPP）による長期的かつ国際的な比較にも様々な困難がある。

そもそも、長期時系列として、あるいは国際比較のために、GDPを利用する目的はどこに

あるのだろうか？計量的な経済分析のために必要であることは当然だが、その背景には、グロー

バル・ヒストリーとして歴史を捉え直そうという歴史学の潮流があり、高等学校レベルの教育

においても、すでに実践されているからである。水島（2010）によれば、グローバル・ヒストリー

には五つの特徴がある２）。

１．扱う時間の長さ

２．対象となるテーマと空間の広さ

３．ヨーロッパ世界の相対化

４．異なる諸地域間の相互連関の重視

５．これまで扱われなかった対象とテーマの導入

グローバル・ヒストリーという観点から、豊かさの指標であるGDPデータを問い直すとし

たら、一体何がいえるのであろうか？常に豊かさを求めてきた私たちは、これからどこに向かっ
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ているのだろうか？このような観点から、日本を中心に戦前期のGDPデータについて考察す

ることが本稿の課題である。本稿で示すように、大局的にに経済史を振り返る際に，使用する

データセットによって結論が大きく変わるわけではないこと自体が、歴史を研究する上での安

心感をあたえるであろう。もちろん，例えば戦時や恐慌時などはデータセット間で大きな相違

があるが、その点についても確認したことで、やはり本稿は経済史の研究者に一定の知見を与

えると考えられる。

この課題に関連する先行研究について、日本語と英語の文献の一部を挙げておこう。東ア

ジア経済史の最近の著名な研究書としては、山本（2003，2011）、堀（2000，2008）がある。戦前

期の東アジア経済に関する研究としては、Suh（1978）、寺崎（1981）、溝口・梅村（1988）、松本

（1989）、金子（1989）、貫名・溝口（2000）、畑瀬（2002）、原・溝口（2004）、堀・木越（2005）、溝

口（2005a）、溝口（2005b）、楊・溝口（2007a，b）、金（2008）、溝口・原（2008）、水島（2010）、李

（2017）、谷沢（2018a，b）などがある。GDPの長期時系列あるいは国際比較に関連する研究と

しては、大川他（1974）、溝口（1975）、Maddison（2001）、Fukao et al.（2007）、Bolt et al.（2014，

2018）、Bergeaud et al.（2012，2015）などがある。とりわけ、Maddison（2001）はグローバル・

ヒストリーとしての特徴が顕著であり、定量的な経済史研究に強い影響を与えている。本稿で

は、Maddison（2001）、Bolt et al.（2014）、Bergeaud et al.（2012）、大川他（1974）、溝口・梅村（1988）、

金（2008）のGDPデータを比較し、それぞれの特徴と利用可能性について検討する。

以下、最初にGDPとマクロ経済モデルが与える経済観について論じ、さらにGDPの長期時

系列および国際比較の問題について、グローバル・ヒストリーという観点から、戦前期の日本

を中心に考察する。

２．GDPとマクロ経済モデル
GDP統計とマクロ経済学は不可分の関係にあるので、最も基本的な論点についてだけ確認

しておこう。Keynes（1936）に始まるGDPとマクロ経済モデルには、現在、ミクロ経済学理論

によって極めて単純な基礎が与えられている。そのあまりの単純さには賛否両論あるが、経済

学の主流派である新古典派の経済観を表している。すなわち、長期的な期待形成も含めて、家

計の目的は効用最大化であり、企業の目的は利潤最大化である。この意味で、家計と企業は合

理的であると多くの経済学者は考えているはずである。純粋なケインズ学派であれば、このよ

うなミクロ的基礎は不要であると考えるかもしれない。もちろん、個別の家計や企業を観察す

れば、首をかしげざるを得ないケースもあるのだが、経済全体を考えると、平均的には新古典

派の解釈が妥当すると筆者は考えている３）。この意味で、代表的な家計と企業は合理的である

と仮定してモデルを設定する。例えば、消費増税前の駆け込み需要や、企業の税回避行動は、

合理的な行動のわかりやすい具体例である４）。
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また、国民経済全体を直感的に考えると、企業が儲からなければ家計の所得は増えないし、

逆もまた真であろう。簡単にいえば、善良な人々は、法的もしくは社会的に許される範囲で、

それぞれが自己の利益をできる限り追求しており、その結果としてGDPの三面等価が成立し

ているという経済観である５）。

GDPとマクロ経済学モデルの関係を示す最も簡単な例として、マクロ経済学のテキストに

必ず登場する乗数理論をあげよう。Keynes（1936）に従って、最も単純な支出面を表すマクロ

均衡式を

Y = C + I （1）

とする。ただし、Yは所得、Cは消費、Iは投資である６）。貯蓄Sは所得から消費を控除した残余

であるという定義に従って

S = Y − C = I （2）

が恒等的に成り立つ。所得の変化に比例して消費を決定する定数である限界消費性向をcとす

ると、消費水準は一定額の消費C0と所得の変化に比例する部分の和

C = C0 + cY （3）

によって決まる。（3）を（1）に代入して整理すると次式を得る。

Y = 
　Co　

1 − c
 + 

　I　

1 − c
 （4）

投資Iで所得Yを微分すると、乗数
dY

dI
 = 

　1　

1 − c
 （5）

が得られ、限界消費性向cが、投資の変化dIに対する所得の変化dYを決定することがわかる。

この因果関係は普遍的であり、時系列モデルを含む最新のマクロ経済学のモデルも、効用関数

と生産関数を特定し、人々の長期的な期待形成を含め、このメカニズムを複雑にしたものに過

ぎない。

わずかこれだけの数式からGDPの重要な性質がわかる。消費者の財布の紐がかたいほど、限

界消費性向cは小さいので、投資に対するGDPの増加率は小さくなる。逆に限界消費性向cの値

が１に近づくほど、投資がGDPを増加させる率が高まる。だが、企業や政府が消費を増加さ

せようとしても、消費者はそう簡単には財布の紐を緩めないだろう。なぜなら、将来が不安で

あるほど、あるいは人々が堅実であるほど、消費を節約して、貯蓄を増やすことが合理的であ

ると多くの消費者が判断するからである。企業も消費需要が見込めなければ投資しても儲から

ないので、利益を内部留保するだろう。したがって、限界消費性向cはかなり安定的ではある

ものの、家計の将来予想によって消費マインドが冷え、限界消費性向が微小に下がれば、それ

を敏感に感知する企業の投資行動に影響を与える。もちろん、人々が将来に楽観的な見通しを
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持つことができれば逆に作用するが、現在の日本ではなかなか難しいだろう。

このような経済観からすると、GDPの三面等価は、人々が現在と将来についてよく考え、合

理的に行動した結果として実現すると考えるのが筋である。しかし、政府が経済に介入するこ

とで、GDPが実現する経路は変わる。日本の場合、政府予算は一般会計だけで100兆円を超え、

政府支出はGDPの約20％を占めているのである。その政府支出を維持するために、政府の債

務は約1200兆円に膨張している。

あたかもダムの建設が河川の流れや海岸の形状を変えるように、財政・金融政策がGDPの

実現経路を変えることは明らかである。合理的な企業や消費者は、流れる水のように政策に反

応する。人々が合理的でなく、政策にどう反応するかが全く未知であれば、政策の効果も予測

不可能である７）。要するに、「生産＝分配＝支出」というGDPの三面等価は、政策や技術革新

などを含む経済環境に対して、私たちが合理的に反応する結果として実現するのであり、その

実現経路は政策によって影響されるということである８）。
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３．GDPデータ
3-1　現在の GDP 水準

戦前期のGDPについて考察する前に、現在のGDP水準を確認しておこう。IMFが公表して

いるデータから、一人当たりGDPの上位100を示す。表１のドル換算値（USD）を見ると、アジ

アではシンガポールが64578.8、香港が48450.6、日本が39304.0、韓国が33320.0、台湾が25007.7、

中国が9580.2である。表２の購買力平価換算値（PPP）を見ると、シンガポールが101386.8、香

港が64199.4、日本が44246.4、韓国が43289.9、台湾が53074.3、中国が18116.0である。シンガポー

ルと香港の一人当たりGDPはどちらのデータでも高く、日本と韓国は同水準、台湾は物価の

安さが際立ち、中国は地域間の所得格差を反映していると考えられる。

市場経済の論理を徹底すれば、為替相場もファンダメンタルズを反映するので、ドル換算値

を使うことに何の問題も生じないが、実際の為替相場は投機的需要によるノイズを強く反映し、

時系列データの変動は大きくなる９）。他方で、購買力平価は、各国の物価水準と消費バスケッ

トを適切に推定することが困難であるが、時系列データは安定する10）。

3-2　最も古い推計

グローバル・ヒストリーの時間軸という観点からすれば、GDPの長期時系列データが必要

である。Maddison Project Database（以下、MPDと表記）の最新版から、最も古い推計であ

る西暦１～1300年の一人当たりGDP（購買力平価、2011年米ドル換算）を表３に示す。この推

計の精度は不明だが、Bolt et al.（2018）によると、各国別の経済史研究から引用し、購買力平

価に加工していることがわかる。Bolt et al.（2014）では1820年以降のデータを用いているので、

それ以前のデータはあくまで参考に過ぎないと考えられるが、興味深い推計である。ちなみに、

2016年の中央アフリカ共和国619ドル、ブルンジ692ドルなどは、紀元前後の西洋先進国の半分

程度、鎌倉時代の日本と同程度であるが、これらの数値が示す豊かさを感覚的に理解すること

は困難である。
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表１　一人当たり GDP（USD）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF
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表２　一人当たり GDP（PPP）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF
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3-3　直近の時系列

IMFがWorld Economic Outlook（October 2019）で公表している時系列を示す11）。

図１・表４（USD）と図２・表５（PPP）に米国・シンガポール・香港・日本・韓国・台湾・中

国の一人当たりGDPを示す。グラフにはドル換算値と購買力平価の違いがよく現れている。

表３　西暦 1 ～ 1300 年の一人当たり GDP（MPD）
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図１　一人当たり GDP（USD）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF

図２　一人当たり GDP（PPP）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF
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表４　一人当たり GDP（USD）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF
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表５　一人当たり GDP（PPP）Source: World Economic Outlook (October 2019), IMF
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3-4　長期時系列

3-4-1　MPD と BCL

一人当たりGDPについての長期時系列を提供し、経済史研究に幅広く利用されているのは、

Maddison Project Database（MPD）であり、2020年に更新されている12）。まさにグローバル・

ヒストリーを体現するデータベースであり他に類を見ない。Bolt et al.（2018）はMPDについて

の詳細な解説である。最初にオリジナルのMaddison（2001）から、一人当たりGDP（PPP， 1990

年米ドル）を引用し、全体像を把握しておこう13）。

Table 3-1bによると、西暦1000年においては、世界に豊かさの差はほとんどないが、表３

（MPD）では、西洋全体のレベルが高く日本の値は相対的に低い。Bolt et al.（2018）によれば、

この違いは、最新のMPDが日本および東アジアについての購買力平価の推定方法をFukao et 

al.（2007）に依拠することによると考えられる14）。

購買力平価の推計方法によっては、時系列に違いが生じる。日本の一人当たりGDPの長期

時系列について、Bolt et al. （2018）とBergeaud et al.（2012,2015）を比較してみよう。後者はフ

ランス銀行系の研究者グループであり、先進国についての長期時系列であるBCL Database を

作成している15）。購買力平価に使う米ドルの基準年が、MPDは2011年、BLCは2010年と異な

るが、その相違以上に推計方法の違いがグラフに現れており、BLC推定の方が全体的に値が小

さく、景気変動にも敏感である。しかし、グローバル・ヒストリーから見たとき、その差異が

日本のGDPの理解に決定的な違いをもたらすものではないだろう。

− 42 −

福井県立大学論集　第 55 号　2021. 3



3-4-2　クラブ収束仮説

経済学的に興味深いのは、Bergeaud et al.（2015）が、先進国における経済成長率のクラブ収

束仮説（club convergence hypothesis）、すなわち「類似した初期条件を持ち、構造的特徴が同

じ国のグループは、共通の定常均衡状態に収束する」という仮説の検証を試みている点である。

企業活動のグローバル化によって、歴史は地域間の格差を解消する方向に進むようにも思える

が、それはクラブに仲間入りした国だけに限定され、初期条件が異なれば、まったく別の成長

経路が実現することになる。Bergeaud et al.（2015）の分析によると、どの先進国も20世紀に一

人当たりGDP成長率の大きな波を経験して豊かになった。成長率の波は、日本が最大、イギ

リスが最小、米国、ユーロ圏がその中間に位置している。最初は資本集約度の収束、次に全

要素生産性の収束が現れ、現在、先進国はすべて低成長に悩んでいる。Bergeaud et al.（2015）

からChart１とChart２を引用する。

図 3 日本の一人当たり GDP (PPP), BCL と MPD
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3-4-3　アジア主要国

表４・表５と同じアジア主要国について、MPDによる一人当たりGDPの長期時系列を図示

し、データを表示する。最初のベンチマークとして、推定値が揃っている1870年に遡り、比較

のため米国のデータを含める。米ドルの基準年と購買力平価の推定方法が異なるため、IMFと

MPDの数値は相違するが、直近における相対的な位置は同様である。

MPDが推定した1870年の一人当たりGDPは、米国3736、シンガポール971、香港1235、日本

985、韓国480、台湾907、中国751であり、2016年には、それぞれ53015、67180、47043、36452、

36151、42304、12320となる。この期間の一人当たりGDP成長率は、米国14.2倍、シンガポー

ル69.2倍、香港38.1倍、日本37.0倍、韓国75.3倍、台湾46.6倍、中国16.4倍である。ベンチマー

クをどこに置くかによるが、この期間では韓国とシンガポールの成長率が突出して高いことが

図４　アジア主要国の一人当たり GDP（MPD）
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表６　アジア主要国の一人当たり GDP（MPD）
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わかる。

3-4-4　戦前期の日本

戦前期の日本のGDPについては、大川他（1974）の推計が基本になる（以下、OTYと表記）。

MPDもOTYのGDPデータに依拠しているのだが、通貨の表示単位が異なる両者を比較するこ

とで、推計の信頼性について一定の評価を得たい。OTYの実質GDP時系列（単位100万円）16）

から一人当たりGDPを計算するには、日本の総人口のデータが必要である。1920年以降につ

いては総務庁統計局の最新データを、1919年以前については『日本統計年鑑』のデータを利用

した。OTYは1934～1936年平均円表示の一人当たり実質GDPであり、MPDは2011年米ドルの

購買力平価表示である。OLS回帰式は

MPD =−151.37 + 12.49OTY

であり、回帰係数12.49のt値は162.24、p値はほとんど0、決定係数は0.96である。二つのデータ

に有意な差はない。

図５はOTYを横軸、MPDを縦軸にとった散布図、表７は使用したデータである。通貨の表

示単位が異なる二つの推計結果の違いは極めて小さい。

図５　日本の一人当たり GDP（OTY と MPD）
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図６　日本の一人当たり GDP（OTY と MPD）
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戦前期の日本のGDP推計として、これらとは別に溝口・梅村（1988）による推計（以下、MU

と表記）があるので、大川他（1974）との比較を図示する17）。

図を見れば明らかなので回帰分析はしない。結論として、グローバル・ヒストリーという観

点から、戦前期の日本のGDPを大局的に評価するという目的であれば、どのデータにも決定

的な差異はないと考えられる。

3-4-5　旧植民地台湾

旧植民地台湾のGDPは溝口・梅村（1988）によって推計されている。比較するデータは、MU

の1934～1936年平均円表示の一人当たり実質GDP（支出）18）とMPDの2011年米ドルの購買力

平価表示である。OLS回帰式は

MPD =−99.51 + 12.31MU

であり、回帰係数12.31のt値は18.876、p値はほとんど0、決定係数は0.91である。二つのデー

タに有意な差はないが、MUはMDPに比べ景気変動に敏感であることがわかる。Maddison

（2001）によれば、旧植民地台湾のGDPデータは溝口・梅村（1988）を利用している19）。したがっ

て、MUとMPDの違いはBolt et al.（2018）が依拠するFukao et al.（2007）の購買力平価の算出法

に起因すると考えられる。1911～1938年の成長率は、156.3％（MU）、183.1％（MPD）である。

図７　日本の一人当たり GDP（OTY と MU）
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3-4-6　旧植民地朝鮮

Maddison（2001）によれば、旧植民地朝鮮のGDPデータは溝口・梅村（1988）の国内総支出

（GDE）を利用し、1938～1940年についてはSuh（1978）のサービス部門のデータによって補完し

ている20）。これらとは別に、金（2008）の推計（以下、KIMと表記）があるので、三つのデータを

比較する必要がある。MPDは2011年米ドルPPP、MUは1934～36年平均円、KIMの一人当たり

GDPは1935年ウォン（円）による表示である。KIM推計には、第１次世界大戦の特需による好

況と1929年の大恐慌による不況が現れていないが、金（2008）はデフレーターの違いとして以下

のように解説している21）。

　　　  「不変価格基準表示のGDEについて両者の乖離度を求めてみると、全時期をつうじて

平均６％程度となり、当年価格と大きな差がないが、とくに第一次世界大戦後の価

格が急騰した1919年と、価格が大きく下落した昭和恐慌期の1930～1932年には、そ

れぞれ-26％と14～17％の乖離を示している。これは、両者のデフレーター推計の差

を反映している。溝口推計のデフレーターは、主に溝口（1975）の推計に依存してい

るが、基本的には基準年固定加重値によるラスパイレス指数（数回にわたって基準年

図８　台湾の一人当たり GDP（MU と MPD）
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を改定）として計算された。本書では、GDEの各構成項目はすべてフイッシヤー連鎖

指数で推計している（これをさらにGDEデフレーターとして総合する方法については、

後述）。溝口の不変価格推計では、本推計と比べると、1919年の急騰と昭和恐慌期の

急落が過大に現われる。その結果、1920年代の停滞基調が顕著であるが、本推計では

それが緩和されている。」（p.304）

KIMとMUについてだけ、1911～1938年のデータによるOLS回帰式を示す。

MU = 13.046 + 0.879KIM

回帰係数0.879のt値は9.356、p値はほとんど0であるが、決定係数は0.771とやや小さく、デ

フレーターの違いを反映している。しかし、図９を見れば明らかなように、三つのデータが

示す1911～38年の旧植民地朝鮮の一人当たりGDP成長率は、199.6％（KIM）、204.6％（MU）、

195.7％（MPD）であり、それほど大きな違いはない。

図９　朝鮮の一人当たり GDP（KIM,MU,MPD）

図 10　朝鮮の一人当たり GDP（KIM と MU）
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４．GDPと格差の問題
ここまで一人当たりGDPの時間的・空間的な比較の問題を考察してきた。GDPの分配面で

は、主な生産要素である資本と労働に対する付加価値分配率が重要な問題となる。付加価値生

産性が高くなれば、企業と家計の所得が増加し、結果として国の税収も増える。労働生産性は

賃金率に、資本生産性は利潤率に反映され、国民経済全体としては、全要素生産性が一人当た

りGDP水準を決定すると考えられる22）。

ところで、一人当たりGDPは豊かさの指標であるが、あくまでも国民の平均値である。豊か

さの平均値が上昇することは好ましいが、貧富の格差についてはどう考えるべきであろうか？

表７　朝鮮の一人当たり GDP（KIM,MU,MPD）
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所得格差の指標としてはジニ係数が最も普及している。南（2007）によれば、戦前の日本の所

得格差はジニ係数で0.4～0.5、戦後の日本では0.3～0.4である。戦前、農家と非農家の所得格差

は拡大し、その原因は農家の所得低下ではなく、非農家の所得上昇にあった23）。OECDの推計

では、2011年中国のジニ係数は0.514であり、戦前期の日本以上に所得格差がある。これは都

市と農村の所得格差が反映していると考えられる。

それでは、適正な所得格差の水準は存在するのだろうか？理論経済学には、この問題に対す

る答えはない。効用理論に基づく限り、適正な格差水準を規範的に決定することは不可能で

あろう24）。そこで、この問いは、所得格差が経済成長を促進するのか、それとも抑制するのか、

あるいは無関係なのか?という効率性の問題に置き換えられることになる。ところが、この問

題にも明確な答えはない。二つの実証研究による解釈を例示する。

Barro（1999）は、1960～95年のデータから、一人当たりGDPが2000ドル（1985年米ドル）未満

の場合、所得の格差が経済成長を阻害し、2000ドルを超えると成長を促進するという分析結果

を得た。したがって、貧しい国では、成長を促進するという理由で所得再配分政策を正当化で

きるが、豊かな国では、所得の再分配が成長率の低下を招く可能性がある。クズネッツ曲線は

不平等度と経済成長の間の逆U字型の関係を示し、農村（農業部門）から都市（産業部門）への生

産構造の移行という観点から説明できるが、この曲線は、一人当たりGDP水準の影響だけで

なく、新技術採用の影響も反映している。生産性が低い部門は古い技術を使用し、生産性が高

い部門は新しい技術を使用する傾向がある。技術革新の初期は、少数の先駆者たちの高所得が

不平等を拡大し、時間の経過とともに、新技術が普及するにつれて不平等は縮小する。貧しい

国では、一人当たりのGDPの増加がさらに不平等を拡大し、成長を遅らせるため、貧困から

の脱出はより困難になる。豊かな国では、一人当たりのGDPの増加は不平等を減らす傾向が

あり、成長を低下させる傾向がある。

Cingano（2014）によれば、現在の所得格差は、ほとんどのOECD諸国で過去30年間の最高水

準にあり、長期的な拡大傾向が経済成長を抑制している。所得格差の拡大は、非常に豊かな上

位１％によって加速されているが、経済成長にとって最も重要なのは、低所得の家計が経済成

長から置き去りにされることである。成長に対する不平等の負の影響は、最貧層だけでなく、

実際には家計所得の下位40％による。とりわけ、低所得の家計が教育に十分投資できないこと

に経済成長を阻害する原因がある。所得平等化は、その政策が適切に設計され実行されれば、

経済成長を阻害することはない。所得の再配分は子育て世代の家計に焦点を当てる必要がある。

なるほど尤もらしい議論ではあるが、筆者には、この二つの実証研究のいずれも十分な説得

力を持つものとは思えない。明確な理論的基礎を持つマクロ経済モデルによって因果関係が明

らかにされ、データによって実証されない限り、所得格差と経済成長の関係は未知であると考

えるのが正しい25）。
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５．おわりに
グローバル・ヒストリーという観点から、豊かさの指標であるGDPデータについて、戦前

期の日本を中心に考察することが本稿の課題であった。得られた結論を箇条書きにまとめる。

１．  戦前期の日本については、大川他（1974）、溝口・梅村（1988）、Bolt et al. （2018）のGDP

データに大きな相違はない。1934～1936年平均円表示と2011年米ドルPPP表示の違いは

意外なほど小さく、戦前期日本の一人当たりGDPの評価に差は生じないと考えられる。

1911～38年の一人当たりGDP成長率は174.9％（OTY）、180.1％（MPD）である。

２．  旧植民地台湾については、溝口・梅村（1988）とBolt et al.（2018）の推計方法の違いが、

1911～1938年の成長率156.3％（MU）、183.1％（MPD）に現れている。

３．  旧植民地朝鮮については、溝口・梅村（1988）、Bolt et al.（2018）および金（2008）を比較

すると、金（2008）が採用したデフレーターの違いが、データの時系列に特徴的な相違と

なって現れている。1911～38年の成長率は199.6％（KIM）、204.6％（MU）、195.7％（MPD）

であり、それほど大きな違いはない。戦前期のシンガポールと香港については、Bolt et 

al.（2018）と対照可能な別のデータがないため、検討しなかった。

４．  豊かさの指標としての一人当たりGDPを見ると、現在、日本・台湾・韓国は同水準と

考えてよい。クラブ収束仮説によれば、日本はすでに定常均衡による長期停滞期にあり、

韓国もその入り口にいる可能性が高い。台湾も工業製品の輸出に依存する産業構造とい

う点では、日本・韓国と同様であるが、物価水準の低さが際立っている。

５．  シンガポール・香港は日本・韓国・台湾とは産業構造が異なり、その付加価値生産性の

高さが現れている。

６．  中国は国内の所得格差が大きい。５～６％の実質経済成長率を維持できれば、一人当た

りGDPは10～20年で日本・韓国と同水準に並ぶが、そのような高度成長を維持できる

のか疑問である26）。

一人当たりGDPを見ると、時間的に前後するものの、日本・台湾・韓国はかなり共通する

成長プロセスを辿っている27）。もちろん、かつて宗主国と植民地という関係があり、民族差別

と賃金格差、戦時中の厳しい収奪も存在したが、戦前期1911～38年における帝国内の経済成長

率はほぼ横並びであった28）。日本・台湾・韓国の高度経済成長は、いずれも戦後の出来事であ

り、太平洋戦争と朝鮮戦争による大規模な破壊を乗り越えて、現在は同水準の豊かさを得てい

ることをGDPデータは示している。

本稿で示したように、大局的に経済史を振り返る際に，使用するデータセットによって結論

が大きく変わるわけではないこと自体が、歴史を研究する上での安心感をあたえるであろう。

もちろん，例えば、戦時や恐慌時などはデータセット間で大きな相違があるが、その点につい

ても本稿で確認したことは、やはり経済史の研究者に一定の知見を与えるのではなかろうか。
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グローバル・ヒストリーという観点からすると、主役はやはり中国であろう。日本・台湾・

韓国はクラブの仲間だが、大国である中国は初期条件がまったく異なる。中国が５～６％の実

質経済成長率を維持できれば、一人当たりGDP水準は20年以内に日本・台湾・韓国に並ぶが、

そのような成長プロセスを実現できるのだろうか？近未来の20年後、中国はどんな国家になっ

ているのだろうか？さらに長期的には、目覚めた獅子によるパクスシニカは実現するのだろう

か？

ビッグデータとAI、量子コンピュータによる最適化計算などを考えると、中央集権による

情報独占と大衆支配が不可能であると断言できない。すでに中国人民銀行はデジタル人民元の

発行を計画し、実現すればすべての商取引を監視することが原理的に可能になる。監視カメラ

と顔認証技術によって、大衆の行動は常に監視されているのである29）。かつての社会主義国家

が失敗した計画経済だが、中国が再定義して実装する可能性すらある。そこでは、おそらく

AIが資源配分を最適化しているだろう。まるでSFアニメの世界のようだが、東洋と西洋、資

本主義と社会主義、民主主義と全体主義、人間と人工知能といった大きな対立軸を中心に、こ

れからの20年間がグローバル・ヒストリーの転換期になるかもしれない30）。

注

　本稿は第 16 回保守的自由主義研究会での報告内容に基づいている。また、匿名のレフェリーから有益
なコメントを頂いた。記して謝意を表する。

１）SNA は System of National Accounts「国民経済計算体系」の略称である。
２）このような特徴をもつグローバル・ヒストリーという観点から、例えば、秋田（2013）、長谷川（2012）、

羽田（2011）などが世界史の新しい方法について解説している。また、グローバル・ヒストリーという観
点は、インターネットの普及およびビッグデータの利用と切り離せない。GAFA に代表される巨大 IT
企業は、それぞれ 10 億人を超えるサービス利用者とその個人情報を抱えている。実際、20 億人以上のユー
ザーを抱える Facebook のリブラ発行計画は、各国政府に強く警戒され、実現していない。金融政策を
無力化しかねず、通貨発行のシニョレッジを奪うことが強く懸念されるからである。彼らによるデータ
独占は国家の利益と相反する性質を帯びるため、各国政府による規制の対象となりつつあるが、その活
動が及ぼす人類史への影響は甚大である。ディープ・フェイクと呼ばれるような情報操作が可能なほど
情報通信の技術は進歩した。今や世界中のどこにいても、ネットワークにつながってさえいれば、どこ
で何が起きているのかを、その真偽は別として、ほぼ同時に知ることができる技術的基盤が与えられた。
このような情報通信革命の中で、私たちはグローバル・ヒストリーを生きているのである。

３）Becker and Murphy（1988）によれば、中毒的な消費さえ合理的行動であると解釈することが可能であ
る。極端な解釈ではあるが、中毒の本質的な一面を突いている。

４）ゲーム理論の囚人のジレンマは、各主体が合理的であっても、社会全体としては効率的にならない例
を示している。また、バブルの発生と崩壊についても、合理的行動の帰結として解釈可能であるが、こ
れらの問題については立ち入らない。

５）もちろん、需給の不均衡や不完全競争市場などの存在は排除しない。
６）消費と投資を具体的に区別することは、宝飾品、耐久消費財、教育、医療などを考えると実は難しい

のだが、ここでは区別できるとする。
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７）消費増税に伴うキャッシュレス決済の還元制度は、政府の想定以上に利用され、当初の予算額を上回っ
て利用された。駆け込み需要と同様に、消費者が合理的であることを示す例である。また、消費者の選
好は多様で移ろいやすく、その意思決定にはノイズやバイアスが含まれているが、銀行の取り付け騒ぎ
のようなフィードバックがなければ、正負のノイズは相殺され、消費者のマクロ的な合理性は失われな
いだろう。たとえ不合理的な心理バイアスが意思決定に介在しても、その反応の仕方が既知であれば、
政策の効果は予測可能である。ノイズのフィードバックや行動心理バイアスの問題は重要であるが、本
稿のテーマから離れるので議論しない。

８）もちろん政府が GDP 水準をコントロールできるわけではないが、政策を決定する側から見れば、合
理的な選択をするという意味で、私たちは大衆として信頼に値するといえる。そうでなければ、すべて
の財政・金融政策は無意味なものになってしまうだろう。翻れば、大衆は情報操作によって支配可能で
あるとも考えられる。

９）バブルとクラッシュの一因である投機的需要によるノイズの存在は、理論的にも排除すべきものでは
ないが、GDP の比較という分析目的からすると邪魔な存在である。

10）Callen（2018）にわかりやす解説がある。
11）World Economic Outlook（October 2019）の説明によると、データは IMF 職員が収集・編集し、欠損

値などのデータを補完している場合がある。
12）MPD は 2020 年 11 月に更新されているが、本稿は執筆時のバージョンである 2018 年版に基づいている。
13）Maddison（2001）, p.126。
14）Fukao et al.（2007）, p.521–522 によれば、1880 年代の工業化以前には、日本経済はほぼ自給自足であり、

その後数十年で日本が追い越し、あるいは植民地化することになるアジアの近隣諸国の経済よりも豊か
ではなかった。

15）BCL Database online http://www.longtermproductivity.com/
16）大川他（1974）, p.225。このデータは、一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センターの長期経済

統計（LTES）検索システムからダウンロードできる。Maddison （2001）, p.204 によると、MPD は大川他
（1974）の GDP データと OECD の人口データを使っている。

17）溝口・梅村（1988）, p.225 のデータに表７の人口データを用いて一人当たり GDP を計算した。ただし、
溝口・梅村（1988）のデータ期間は 1903 年～ 1938 年である。

18）溝口・梅村（1988）, p.234–235。
19）Maddison （2001）, p.208。
20）Maddison （2001）, p.207。
21）デフレーターについては、金（2008）, p.16 ～ 22 に詳細な解説がある。
22）最近では、政府が財界に賃上げを要請するという不思議な状況であるが、企業は与えられた市場環境

において、すでに投資を最適化しているはずである。実際、AI 関連の人材などには高い報酬が支払わ
れており、企業が無駄な賃上げに応じる合理的な理由はない。

23）南（2007）, p.36。
24）基数効用と序数効用のいずれによっても、公平かつ平等な所得分配は不可能であると考えられる。詳

しくは Sen（2000）を参照。
25）経験的なフィリップス曲線が消えたように、理論的な裏付けのない見せかけの現象である可能性が高

い。逆に、いくら理論がうまく出来ていても、New IS−LM モデルのようにデータによって否定される
こともあり、物価水準と経済成長の関係もいまだに未知である。

26）大西（2016）参照。
27）ただし、台湾経済は中国への依存度が高く、政治的理由による中国の「窮台政策」によっていつでも

景気後退に陥るリスクがある。具体的には、基幹産業の半導体製造企業から中国への人材流出が続き、
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産業の空洞化が懸念されること、さらに中国の圧力により、台湾と FTA を締結する国・地域は限られ
るため、地域貿易協定からの孤立が懸念される。香港と同様、台湾の将来も中国との関係に強く依存し
ているため、日本・韓国とは事情が異なるが、日韓にも同様の対中関係リスクが増している。

28）現在、複雑な民族感情が国際関係に悪影響を及ぼしていることは事実であるが、戦争に伴う収奪につ
いては、経済のロジックを中心に考察すべきであろう。同化政策が優先された帝国内とそれ以外の地域
では、収奪にも明らかな相違がある。山本（2011）は次のように指摘している。「戦時期日本が「大東亜
共栄圏」からの大量の戦略物資の収奪と多額の戦時出費の調達を同時に可能にした装置は何か。それを
要約すれば、巨額のペイパー・マネーの散布とその結果としての巨額のペイパー債務の累積であった。
この構造は、公式植民地においても、中国圏においても、南方圏においても基本的には同様であったが、
その操作は共栄圏の外縁部に行くほど、そして時期を下るにしたがって暴力的な色彩を強めた。・・・
中略・・・1941 年 12 月を 100 とする物価上昇率は 1845 年８月において東京で 154、バタビア（ジャワ）
で 3,197、メダン（スマトラ）で 3,300、ラングーン（ビルマ）で実に 185,648 であった。」（p.152）また、日本
国民も戦後のハイパー・インフレによって再収奪されたことは事実である。伊藤（2012）によれば、「1945
年８月の敗戦から、1949 年初めのドッジ・ラインに至るまで、わが国は数年間にわたって激しいインフ
レーション（インフレ）に直面した。日本の戦後インフレは、第一次大戦後のドイツや同時期のハンガリー
ほどではなかったが、それでも 1934 ～ 36 年卸売物価ベースでみると 1949 年までに約 220 倍、1945 年
ベースでみても約 70 倍というハイパー・インフレとなった。」結局、ハイパー・インフレは国の債務削減、
すなわち国による民間資産の収奪に他ならない。

29）中国では 14 億人を格付けする「社会信用システム」がすでに実装されている。
30）堀（2008）によれば、「日本帝国主義と結びついた東アジア資本主義の膨張拡大が、中国の資本主義を

圧迫し究極においてつぶしていった過程こそは、戦後東アジア世界成立の歴史的前提である。・・・中略・・・
日本帝国主義が支配した戦前期とパクスアメリカーナの戦後期のように、まったく異なる国際的条件の
もとにおいて、なお東アジアにおいて連続的に発展し続ける資本主義を東アジア資本主義として捉える
ことこそは、それらのダイナミックな展開の把握を可能にする。このような東アジア資本主義の形成こ
そが冒頭で示した東アジアにおける長期にわたる成長を可能にしたのであった。」（p.41 ～ 42）この観点
からすると、中国による一帯一路構想、AIIB の設立なども、パクスアメリカーナからパクスシニカへ
転換する東アジア資本主義発展の一局面として捉えることができる。しかし、その政治体制を含めて中
国がどこに向かっているのか、その発展がグローバル・ヒストリーの中でどんな意味を持つのか、現段
階ではわからない。一国二制度のもとで、すでに豊かさを享受している香港・台湾との関係が、中国の
今後を占う鍵になりそうである。
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